
D I S C L O S U R E  2 0 0 9. 9
27

貸
出
金

貸出金科目別残高 （単位：百万円）

●期末残高

平成20年9月末 平成21年9月末
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　計

割 引 手 形 10,299 － 10,299 7,728 － 7,728
手 形 貸 付 43,863 14 43,877 39,242 400 39,642
証 書 貸 付 532,541 3,368 535,910 522,711 3,066 525,777
当 座 貸 越 73,182 － 73,182 69,562 － 69,562

合 計 659,887 3,382 663,270 639,245 3,466 642,711

●平均残高

平成20年9月期 平成21年9月期
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　計

割 引 手 形 11,035 － 11,035 8,181 － 8,181
手 形 貸 付 44,112 15 44,128 37,851 93 37,945
証 書 貸 付 534,576 415 534,991 520,216 3,320 523,537
当 座 貸 越 68,467 － 68,467 64,079 － 64,079

合 計 658,192 430 658,623 630,329 3,414 633,744
（注）　　国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

貸出金残存期間別残高 （単位：百万円）

平成20年9月末 平成21年9月末
1年 以 下 貸出金 87,090 109,819

1 年 超
3年 以 下

貸出金 65,239 67,592
うち変 動 金 利 22,823 19,777
うち固 定 金 利 42,416 47,814

3 年 超
5年 以 下

貸出金 78,532 83,076
うち変 動 金 利 36,225 28,919
うち固 定 金 利 42,307 54,157

5 年 超
7年 以 下

貸出金 70,018 65,240
うち変 動 金 利 37,806 27,250
うち固 定 金 利 32,211 37,990

7　年　超
貸出金 289,206 279,194

うち変 動 金 利 184,955 114,402
うち固 定 金 利 104,251 164,792

期間の定め
のないもの

貸出金 73,182 37,785
うち変 動 金 利 1,502 －
うち固 定 金 利 71,679 37,785

合　　計 663,270 642,711
（注）　　残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

貸出金担保別内訳 （単位：百万円）

平成20年9月末 平成21年9月末
有 価 証 券 886 732
債 権 19,438 15,212
商 品 － －
不 動 産 119,834 246,158
そ の 他 1,586 1,736
小 計 141,746 263,840
保 証 181,027 187,476
信 用 340,496 191,394

合 計
（ う ち 劣 後 特 約 付 貸 出 金 ）

663,270
 （ －）

642,711
 （ －）

支払承諾見返担保別内訳 （単位：百万円）

平成20年9月末 平成21年9月末
有 価 証 券 45 118
債 権 99 81
商 品 7 38
不 動 産 1,106 3,084
そ の 他 － 3
小 計 1,258 3,327
保 証 44 37
信 用 3,878 582

合 計 5,181 3,946
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貸出金使途別内訳 （単位：百万円、％）

平成20年9月末 平成21年9月末
設 備 資 金 252,625（ 38.09） 240,973（ 37.49）
運 転 資 金 410,644（ 61.91） 401,738（ 62.51）

合 計 663,270（ 100.00） 642,711（ 100.00）
（注）　　（　）内は構成比です。

貸出金業種別内訳 （単位：百万円、％）

平成20年9月末
国内（除く  特 別国際金融取引勘定分） 663,270 （ 100.00）

製 造 業 55,834 （ 8.42）
農 業 1,851 （ 0.28）
林 業 829 （ 0.12）
漁 業 3,561 （ 0.54）
鉱 業 282 （ 0.04）
建 設 業 42,568 （ 6.42）
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 500 （ 0.08）
情 報 通 信 業 4,696 （ 0.71）
運 輸 業 17,094 （ 2.56）
卸 売 ・ 小 売 業 99,760 （ 15.04）
金 融 ・ 保 険 業 45,086 （ 6.80）
不 動 産 業 81,818 （ 12.34）
各 種 サ ー ビ ス 業 107,693 （ 16.24）
地 方 公 共 団 体 62,020 （ 9.35）
そ の 他 139,673 （ 21.06）

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分 －
合 計 663,270

（注） （　）内は構成比です。

平成21年9月末
国内（除く  特 別国際金融取引勘定分） 642,711 （ 100.00）

製 造 業 59,137 （ 9.20）
農 業 ・ 林 業 2,533 （ 0.39）
漁 業 3,292 （ 0.51）
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 354 （ 0.06）
建 設 業 41,583 （ 6.47）
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 500 （ 0.08）
情 報 通 信 業 4,679 （ 0.73）
運 輸 業 ・ 郵 便 業 16,530 （ 2.57）
卸 売 業 ・ 小 売 業 98,257 （ 15.29）
金 融 業 ・ 保 険 業 36,324 （ 5.65）
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 91,486 （ 14.23）
各 種 サ ー ビ ス 業 89,796 （ 13.97）
地 方 公 共 団 体 68,013 （ 10.58）
そ の 他 130,220 （ 20.27）

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分 －
合 計 642,711

（注） 1. （　）内は構成比です。
 2. 業種の表示は、平成19年11月改訂の日本標準産業分類に合わせて表示しております。

中小企業等に対する貸出金残高等 （単位：百万円）

平成20年9月末 平成21年9月末
総貸出金 貸出先件数 61,056 58,337
（A） 残　　　高 663,270 642,711

中小企業等貸出金 貸出先件数 60,898 58,171
（B） 残　　　高 509,756 488,707
（B） 貸出先件数 99.74% 99.71%
（A） 残　　　高 76.85% 76.03%

（注） 1. 貸出金残高には、特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
 2. 中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、

サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。
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消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円）

平成20年9月末 平成21年9月末
消 費 者 ロ ー ン 28,868 25,706
住 宅 ロ ー ン 105,066 98,988

合 計 133,935 124,695

特定海外債権残高

　該当ありません。

平成20年9月末 平成21年9月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 14,009 15,519
危　　　険　　　債　　　権 39,097 31,751
要　　管　　理　　債　　権 7,090 3,513
　　小　　　　　　　　計　　 60,197 50,784
正　　　常　　　債　　　権 611,039 597,596
　　合　　　　　　　　計　　 671,236 648,381

平成20年9月末 平成21年9月末
破　　綻　　先　　債　　権 5,370 6,843
延　　　滞　　　債　　　権 47,026 39,798
3 カ 月 以 上 延 滞 債 権 － －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 7,090 3,513
　　合　　　　　　　　計　　 59,488 50,155

平成20年9月末 平成21年9月末
貸 　 出 　 金 　 償 　 却 　 額 4 －

平成20年9月期 平成21年9月期

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一　般　貸　倒　引　当　金 4,229 5,115 － 4,229 5,115 5,400 5,397 44 5,355 5,397
個　別　貸　倒　引　当　金 20,041 20,035 704 19,337 20,035 19,583 19,419 801 18,781 19,419
　　合　　　　　　　　計　　 24,271 25,151 704 23,566 25,151 24,983 24,816 845 24,137 24,816

（注） 1. 一般貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替による取崩額です。
 2. 個別貸倒引当金の当期減少額「その他」は、主として税法による取崩額です。

金融再生法開示基準に基づく債権 （単位：百万円）

リスク管理債権 （単位：百万円）

貸出金償却額  （単位：百万円）

貸倒引当金 （単位：百万円）


